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太陽コンサルタンツ株式会社は、社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会の

補助金を得て、平成16年2月10日から2月14日までの5日間にわたり、ベ

トナム国において「カマウ省農村水資源総合開発計画」案件のプロジェクト・フ

ァインディング調査を実施した。本報告書は、この案件の調査結果をまとめた

ものである。

カマウ省の案件はベトナム南部の水資源開発計画を担当している

Sub・InstituteforWaterResourcePlanningからの要請に基づき実施している。

カマウ省は、メコンデルタ特有の恒常的な洪水被害を受けると同時に潮位変動

により発生する塩水遡上の影響により、米の1期作が広く行われるなど土地利

用が低位に留まっており、メコンデルタの中でも開発から取り残された地域の

一つである。

本案件は、平成13年にプロジェクト・ファインディング調査を実施した地区

であり、今回の調査では、前回の調査の中で明らかとなった事業の持続的可能

性に対する課題について、予備的検討を行った。

調査期間中は、ヴィェトナム国側からは、農業農村開発省および在ホーチミ

ンの研究機関および計画機関からは調査のために惜しみない協力をしていただ

いた。ここで協力をしていただいたすべての人たちに謝辞を表したい。

平成16年3月26日

調査団　団長　西　元孝
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現地写真

塩水遡上を防止する目的で設着きれた水門のひとつ

水門の建設予壷地はイベ川〕

塩水侵入を防止するために建設された堤防
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第1章　背景

ベトナム国はインドシナ半島の南東部iこ位置し、332，000km2の国土面積を有し、東

西に50k皿、南北に1，朗Okmの範囲で展開し、沿岸距離が3，444kmに達する。北は中

国、内陸側にカンボジアおよびラオスと国境を接している。

表1－1人口と国土面積
人口 （100万） 面積 （km 2）

ベ トナム 78 332

カンボジア 12 181

ラオス 5 237

タイ 62 5 13
世界開発報告2000年

ゲィェトナム国最大の都市は、南部のホーチミン市で人口の5％に相当する400万

人が居住している。首都ハノイは人口250万人、港湾都市のハイフォンは人口150万

人、中部ダナンは人日100万人がそれに続く主要都市である。．

国土は、一般に1）北部高地・紅河デルタ地帯、

2）中部山岳地帯、3）沿岸低地帯、4）メコン

デ／レタの4地域に区分けされる。

北部高地・紅河デルタ地帯は、約3，000km2の

面積を有し、メコンデルタに比較すると小さいも

のの人口密度が高い地域である。】975年の統一

までは、北部ベトナム農業生産の70％、工業生

産の80％を占める産業の中心地域であった。紅

河デルタもメコンデルタと同様に洪水防御が開

発史の一部をなしており、紅河を管理し潅漑する

ために堤防および水路が建設されてきている。中

部山岳地帯は、小数民族が多く居住する地域として知られ、ヴ国最高峰のFanSiPan

（3，142m）など標高の高い山々からなり、統一前は交通・通信を妨げ、国土を南北に

分断する自然の壁として機能していた。肥沃な玄武岩質の台地はDac LacおよびGia

Lai・KonTbmに分布し、国の可耕地の1即も、全森林面積の22％を占めている。沿岸低

地帯は、紅河南部からメコンデルタに挟まれ、急峻な山岳が沿岸部に迫った狭い地域で

ある。この地域は、肥沃で集約的な農業が行われている。メコンデルタは約40，000km2

の面積を有し、水路網が発達した海抜3m以下の低地帯である。ゲィェトナムの公式資

料によると毎年10億km3もの土砂が堆積し地域の水田稲作の生産性維持に貢献してい

る。国内最大の消費地であるホーチミンも近く農業生産上有利な位置にある。
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1．2．1　経済成長および貧困

ヴィェトナムは、1986年12月の第6回党大会で宣言された「ドイ・モイ」という経

済改革政策の導入以降、計画経済か

ら市場経済への緩やかな移行により

経済開発の促進を図っている。この

改革路線により1990年以降安定し

た物価の下で、経済は目覚しい成長を

遂げてきた．＿．しかし1997年7月タ

イ・バーツの変動相場制移行に始ま

った通貨危機以降、それまで成長の

原動力であった輸出が低迷し、直接

投資の減少もみられた．。ニの影響は、

べ′J、さかったものの、工業セクター、

G排，　　　　　　　　職業　　　　　　　　工鍵　　　　　　　サービス

図卜11卵0年代のヴィェトナム国の経済成長率

資料：世界銀行ベトナム事務所

他のアジア諸国に比

サービスセクターの成長率低下が著しく、経済全体

としても成長は大幅に鈍化してきている。

購買力平価で計測した‥－・人当たりGNP（1999年）は1755ドルであり、他のインド

シナ諸国と同様に最貧国グループに属しているGさらにヴィェトナム国は、依然として

全国民の50％以上が貧困ライン（1日1ドルニ）以下の生活を強いられており、他のイ

ンドシナ諸国と比較してもこの数値は高い傾向にある。

表1－2　国家経済と貧困
一人当た りG N P 一人 当た り（＿】N P （P P P ）貧 困ライン以下の人 口（％）

ベ トナ ム 370 】＿，755 5 0．9
カンボ ジア 2 60 l，28 6 3 9．0
ラオ ス 2 80 1，72 6 4 6 ．1
タイ 19 6 0 5 ，59 9 1＝8 ．0

資料 ‥W orld D ev e）op m en t・R ep ort 20 0 0／20 O l，trh e W orld B an k

l．2．2　産業別生産額の推移

ヴィェトナム国の工業セクターは90年代に全GDPに占める割合は10％増加し1999

年には全Gl〕Pの3粥もに達した。一方、農業セクターはこの間に11％，のシェアー減少

を示し26うもになっている。

表1．3　Gl）Pに対するセクター別のシェアーと99年までのシェア一変化
セクター別割合の変化 （90 ～99年） 1990年の産業別生産額の割合

第一次 第二次 第三次 第一次 第二次 第三次
ベ トナム ・11 10 2 26 3 3 42
カンボジア ・5 4 2 50 15 35
ラオス ・8 7 1 53 22 25
タイ 1 3　　　　 ・1 13 39 48
資料 ：W orld D evelopm ent牒叩Ort．2000／2001 を基に作成
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他のインドシナ諸国との比較から、1990年代にゲィェトナムの産業構造の転換は急速

であることがわかる。

1．2．3　都市と農村の格差

「ドイ・モイ」政策の下で、1990年代を通して国家経済は大幅に成長したものの、

それと同時に都市と農村との所得格
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差が拡大してきた。都市と農村の所

得格差は1996年の調査時には2．7倍

であったが、1999年にはこの数値は

3．7倍に拡大している。この背景には、

1990年代の急速な成長は、主に都市

住民に稗益しており、特に農産物価

格と工業生産物価格との相対価格あ

るいは交易条件は農産物にとって悪

化しており、農村地域は依然として

資料：6月および2000年上半期の社会経済
（TINHNTNHKINHTEVAXAHOITHANG6VA6THANGDAUNAM2000）

貧困の中にあることを示し

ていると考えられる。貧困

ライン以下の人口を都市部と農村部で比較すると、農村部では約6割に達しているのに

対し、都市部では26％となっている。他のインドシナ諸国との比較では、ヴィェトナ

ム国における都市と農村の格差の問題は特に深刻であることがわかる。
表1－4　国家経済と貧困

貧 困 ライ ン以 下 の 人 口割 合 （％ ）

農 村 部 都 市 部 全 国

ベ トナ ム 57．2 2 5 ．9 5 0 ．9

カ ンボ ジ ア 4 3．1 2 4 ．8 3 9 ．0

ラオ ス 5 3．0 2 4 ．0 4 6 ．1

タイ 18 ．0

資料：WorldDevelopmentReport2000／2001，theWorldBank

ヴイエトナム国では、就業人口の69％が農業を始めとする第1次産業に従事してお

り、都市と農村部の所得格差の是正はますます大きな政策課題となりつつある。ヴィエ

トナム国の産業構造は、上述のように1990年代を通して大きく変化しているが、

セクター間の労働人口の移動は小さい変化に収まっている。

表1－5　ヴィェトナムにおける労働市場の変化
雇用

199 5 年 199 9 年
第一次産業 69．7 ％ 6 9．0 ％
第二次産業 13．3 ％ 12．0 ％
第三次産業 17．0 ％ 19．0 ％

GeneralStatisticalOmce，VietnamLivingStandardSurvey1992－1993／1997－1998

CountryEconomicReview，November2000，ADB
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1．3．1ベトナム経済における農業セクター

上述のようにヴィェトナムの農業セクターは、2000年において雇用の69％、国内総

生産の1／4を創出する主要産業である。さらに本セクター（水産、森林も含む）は外

貨収入の30％をもたらしている。国内総生産に対する農業セクターのシェアーは、年々

低下しているものの、今後とも非常に重要な地位を占めるであろう。なかでも北部の紅

河デルタと南部のメコン・デルタを中心としたコメ生産が重要な位置を占めている。

1．3．2　最近のコメ生産動向

ベトナム農業におけるコメの生産は非常に重要であり、1）コメ生産額が農業粗生産

額の約5割、2）2000年の輸出金額の4．7％がコメの輸出により占められている。とい

う数値からも何うことができる。以下の図からわかるように、ベトナム国は88年まで

はコメの純輸入国であったが、89年に142万トンと100万トンを上回る輸出を達成し

た。さらに、90年代後半に入ると輸出量は飛躍的に拡大し、99年には450万トンと史

上最高を記録し、タイの600万トン強に次ぐ世界第2位のコメ輸出国となった。しか

し昨年は国際的にコメの需給が緩和するなかで、国際市場におけるコメ価格が低下する

中、輸出は340万トン程度に止っている。ベトナム国は、生活水準も次第に向上して

きた現在、変化する需要に応じた畑作物・果樹等作物多様化や高品質化の必要性が高ま

っており、コメの市場価格が低下する中、農家のコメ生産意欲は、次第に低下している。

5
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第2章開発計画

ここでは、2001年に開催された第9回党大会において発表された2010年までの政府

開発戦略の概要を以下2資料を参考に述べる。

11Stratx，gyforsocio・eCOnOmicdevelopment2001－2010，VietNamCommumistParty

2・Vietnam2010：Enteringthe21stCentrury，theWbrldBank

今回の党大会では、「1991－2000年の社会経済開発戦略」の総括に基づき、21世紀

最初の10年間をヴィェトナムが2020年までに工業国家に脱皮するための礎として位

置付け「2001－2010年社会経済開発戦略」を採択している。本戦略では、1）持続的か

つ急速な経済成長の実現、2）質が高く公正で安定した社会の確立、3）文化と伝統の尊重、

4）グローバル経済に参入しうる国際市場で強い社会主義経済の達成および5）20年以内

に工業化を進め知識集約型社会を確立することを謳っている。上記ヴィジョンの実現の

ためには1）年率7％の成長を維持し2010年までにGDPを倍増し、2）投資額を対GDP

比30％まで引き上げ、3）輸出額伸び率をGl〕P成長率の2倍にし、4）GDPの農業セク

ターの割合を現況の25％から】＿6－17％程度に維持しつつ、工業セクターを40－41％、

サービスセクターを42－43％に引き上げ、一方で、5）農村部における雇用を50％程度

に引き下げ、6）都市人口割合を現況の1／4から1／3に引き上げることが必要である。

2．2．1概要

上記の目標達成のために、ヴィェトナム国の農業セクター・農村経済は2010年まで

に大幅な変革が必要となる。ヴィェトナム国にとって、農村地域における生活水準の向

上が、この10年間の最大の課題となるであろう。1世帯当たり平均0．8ヘクタールの

土地所有では、農家人口に充分な就業機会を提供できないという現実があり、山方で農

外雇用の機会が思っていたように増加しなかったことが過去10年間の最大の反省であ

る。他の低所得農業国家と同様に、ヴィェトナム国は農業生産性を向上させる一方で農

業就業者数を減少させるという課題に挑戦しなければならない。そのためのヴィェトナ

ム農業セクターの課題は以下の4つに集約することができる。

1）農業集約化　　　　　　　　2）農業生産の多様化

3）農外雇用の機会拡大　　　　4）辺境地および畑作地帯の強化
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2．2．2　農業集約化

ヴィェトナム国の農業セクターは、過去10年間平均して4．9％の成長率を維持して

きた。生産性分析によると農業部門の成長率の87％は労働力と資本投下により、また

9％は農用地の拡大によってもたらされており、生産性の伸びすなわち技術革新による

ものは4％に過ぎない。コメの収量も中国よりも低く、今後10年の間に、技術革新な

どにより農業生産性を高めることが必要である。すなわち農業分野において新技術の導

入と新品種の導入が必要である。そのために農業研究と農業普及が強化されなければな

らない。農業セクターの公共投資は、中国では6％、マレーシアおよびタイでは10％

が研究部門へ配分されているが、ヴィェトナム国ではわずか1．7％に過ぎない。これま

で国営企業に投下されていた予算を、研究・普及に再配分しなおすことが必要となる。

2．2．3　農業生産の多様化

現在、ヴィェトナムでは農用地の6割がコメ生産に向けられているが、平均農業生産

額が2倍になるために必要となる「2000ドル／ヘクタール」という条件を達成するために、

コメ以外の作物の作付けを増やし、農業生産を多様化することが必要である。これまで

も作物多様化の政策は採られていたが、種々の理由によりそれほど浸透していないのが

現状である。サポート体制がより整いより付加価値の高い生産物に切り替わっていく余

地は大きいと考えられる。

2．2．4　農外雇用の機会拡大

経済成長の過程で農業セクターからより大きな付加価値をもたらす他セクターへの

労働移動は、他の産業国家が経験してきたことである。農家所得が他のセクターと同等

のペースで上昇していくためには農業就業者数が大幅に低下していくことが求められ

る。また一方で、こうして発生する労働力および予測される労働力の伸びに対応するた

めに農村工業部門も対応することが必要となる。そのために農村地域におけるインフラ、

農村と都市を結ぶ道路の整備なども必要となろう。

2．2．5　辺境地および畑作地帯の強化

貧困地域により対象を絞ることが必要である。農村地域における貧困は、依然として

深刻であり、地域格差が広がりつつある。とりわけ畑作地帯、少数民族地帯においてそ

の傾向は著しい。これまで貧困地域を対象とした様々な事業が実施されてきたが、これ

ら地域における貧困問題の抜本的な解決には至っていない。
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第3章　　計画地区概要

調査地域は、ベトナムの最南端メコンデルタのカマウ半島

に属する地域である。本地域は、ホーチミンから南西約

180kmに展開し、東を南シナ海、西をタイランド湾に挟

まれ、以下の5つの省にまたがっている。

1　キュンジャン省：318，00011a

2　　バックリウ省　：66，000ha

3　　カントー省　：92，000ha

4　　ソックチャン省：　5，000ha

5　　カマウ省　　：157，00011a

本調査地域は、SIWRPにより当初提案された調査地域‘カイ

ロン川およびカイベ川流域の二一部を構成する水系，を基に

後述のとおり、世銀の水資源開発計画の計画地区等を考慮し

て決定した。
図3・Ⅰカマウ半島／メ

南シナ海
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3．2．1土地面積人口

調査地域は、主に水系を単位として決められており、本地域に限定した統計資料は現

在入手できない。ここでは省別の統計を用い地域の概況を示した。関連する5省の総人

口は640万人である。

表3・1調査地域内の省別土地面積、人口および人口密度
省 の全面積 各省 の調査地域面積 人 口 人 口密度★

キエ ンジャン省 6，2 22 k m 2 3，18 0 k m 2 5 1％ 1，50 4，4 44 2 42

カマ ウ省 5，2 11 k m 2 1，570 k m 2 30％ l，13 3，7 47 2 18

バ ック リエ ウ省 2，48 2 k m 2 6 60 k m 2 2 7％ 73 9，7 67 29 8

ソクチャ ン省 3，20 0 k m 2 50 k m 2 2％ 1，17 5，46 2 36 7

カン トー省 2，96 4 k m 2 9 20 km 2 3 1％ 1，8 15，2 72 6 12
上記計 20，07 9 k m 2 6，3 80 km 2 3 2％ 6、3 68．，69 2 3 17
リ 口ヽ密度 の単位 は人耽m 2

3．2．2　経済概況

各セクターのGDPを地域別に比較す

ると、カント省を除く4つの省で農業

セクターが地域の生産額の50％以上を

占めており、いずれの地域も第一次産

業への依存は極めて大きい。

一人当たりGDPは、いずれの省もベ

トナム国平均値の15％から

30％程度低い貧困地域である。

地域内に酸性硫酸塩土壌が分

布しており農業生産条件とし

ては、良好でないことを考える

と、地域内の農家所得は極めて

低いと推定される。現在、調査

地域に限った所得データはな

いため、地域の貧困レベルを再

評価することも必要である。ま
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図3－4　各省の一人当たりGDPのへヾけム全体との比較

た農業依存度、特に水稲生産への依存が高いことから、住民の生活水準はコメ価格の下

落など外性的な変動に曝される傾向にある。1998年以降の国際市場におけるコメ価格

の下落により農家のコメ生産意欲は大きく減退し、転作の意向は極めて強い。
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3．3．1水に係る条件と開発阻害要因

現在までにバサック　川からこの地区へ

向けて、主要な水路が5本、比較的小規模

の水路も数本開削されている。このうち東

南縁を走るカンロー・フンヒエツプ水路は

地区西南端カマウ市付近まで達しているが、

他の水路は全てカイベ川またはカイロン川

に流入している。バサック川は、これらの

水路を通じて淡水を供給しており、この地

区の水環境を決定する大きな要因になって

いる。雨期にはバサック川右岸区域の氾濫

水をカイベ川またはカイロン川へ排除する。

乾期にはカイベ川とカイロン川の上流部を

結ぶ線からバサック川寄りの区域を淡水環境に保つ。一方、この線から西南側の区域は、

バサック川からの淡水供給がカンロー・フンヒエツプ水路によるものに限られる。

このような環境の下、バサック川からの淡水供給量が減少する乾期（4月から8月）

には地域内に張り巡らされた水路を経由して、南シナ海およびタイランド湾から塩水が

遡上する。水路の塩類濃度の分布図から判断して、この影響は調査地域の8割程度の地

域で現れると推定される。一方、雨熱こおいては、洪水氾濫と浸水も問題になっている。

バサック川からの流量は雨期に大幅に増加し、当該地域においては、カイロン川本流を

境にしてバサック川寄りの区域が洪水氾濫の影響を受ける。一方、カイロン川南側の区

域はバサック川氾濫の影響を直接受けないが、年間雨量が1800～2400mmと比較的多

いため、雨水の滞留による浸水を受ける。雨期の洪水水および降雨は、乾期に塩水化し

た水環境を淡水に置き換える働きがある。

3．3．2　土地に係る条件と開発阻害要因

当該地域は、酸性硫酸塩土壌が卓越した地域である。メコンデルタ北東部のトドンタ

ップモイ地域と比べその影響の範囲・程度は軽微であるものの、農業の生産性や生活環

境には無視できない程の影響がある。特に、雨期のはじまる6月始めには、乾期の間に

酸性化し毛管現象で土壌表面に移動した酸性物質が降雨に伴い一気に洗い流されるた

め、周辺水路ではこの時期にpHが落ち込む現象が見られる。農家は、堤防内の水田脇

に小さな排水溝を掘削するなどして対応している。
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3．4．1　生産活動

当該地域は塩水遡上の影響があり、年間の稲作は、これまで1作または不安定な2

作に止まっており、農業収入が低い原因の一つとなっている。

これに対し、ヴィェトナム政府は、1993年に完了した「メコンデルタマスタープラン」

に基づき、水門の建設等により塩水遡上を阻止し、コメの生産性を向上する種々の計画

を策定している。1990年代を通してコメの輸出が好調であったため、ゲィェトナム国

政府は、南シナ海側の水路沿いに既に11基の水門を建設している。

しかし既述の通り、第一次産業はこれまでコメの生産に偏っていたが、コメ価格の下

落が著しい中、多様化することが社会的要請であり、ヴィェトナム国の農業政策にも強

調されている。また地元の農家も多様化することによって新たな収入源を確保する可能

性を模索している。

調査地域周辺では、近年、米の供給過剰による米価の下落傾向の中で、輸出が好調な

エビ養殖の相対的収益性が高まりつつある。その結果、調査地域の中でも特に海岸より

の地域を中心にしてエビ養殖面積が急激に伸びている。一方、内陸側の地域においては、

従来から「雨期稲作＋乾期エビ養殖」というエビ養殖と水稲栽培を組み合わせた複合体

系で生産が行われていたが、1990年代に策定された水稲生産を重視した政策のもと水

門が設置され淡水化が進められる中、この複合経営も衰退しつつあった。しかしエビ養

殖の相対的収益性の高まりという背景の下で、内陸部においても「雨期稲作＋乾期エビ

養殖」を導入しようとする農家が現れている。エビ養殖池の増加はカマウ省の例では、

現行土地利用計画における80，000haが実際は200，000haまで広まったといい、住民

の強い意向の表れと考えられる。エビ養殖のさらなる拡大は、キエンジャン省およびカ

マウ省の農業局、個別農家および地域内で事業を実施しているCAREInternationalか

らの聞取りから、地元農家の強い意向であると判断された。

3．4．2　住民生活

当該地域においては、住民は生活用水・飲料水を水路からの取水に頼っている。水路

の水質は、上述のように乾期には塩水の影響を受け、乾期から雨期の始まりにかけては

酸性化するために飲料・生活用に適しているとは言いがたい。これまでUNICEFの事

業により浅井戸が各地で振られているが、全住民に供給するには至っていない．。そのた

め住民は屋根の下iこおtp、た壷で雨水を集め乾期の飲料に供している。
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3．5．1国際機関によるメコンデルタにおける水資源開発

近年のメコンデルタにおける水資源開発は、1993年に完了した「メコンデルタマス

タープラン」に始まる。本マスタープランは、UNDPの資金で世界銀行により実施さ

れており、1）環境、2）土壌、3）塩水遡上および4）水資源管理の4テーマに絞り

NEDECOの技術支援により調査が行われている。これまでに本マスタープランに基づ

き水資陳開発、水産開発、水供給、輸送などの分野で5つの優先事業のFeasibilityStudy

が行われている。（ⅥetnamWaterResourcesSectorReview，1996）

しかし現地調査におけるインタービューでは、調査からすでに約10年の月日が流れ、

社会環境が大きく変わっていることから、マスタープランを見なおす時期にきているこ

とが指摘されている。ヴィェトナム中央政府は、メコンデルタの各省にそれぞれの新た

な開発構想を作成し、NIAPPが今年9月までにこれを取りまとめて、国としての新た

なメコン・デルタ開発構想を策定することになっている（NIAPPからの聞取り）。

3・5・2　MekongDeltaWat即ResourcesPrqject

上記の「メコンデルタマスタープラン」に基づき、以下4つのサブプロジェクトから

なる水資源開発事業が世銀の融資で実施されている。本計画は、既にFeasibilityStudy

が実施され、環境影響評価報告書（1998年8月）、再定住行動計画（1998年12月）など

が公表されている。
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Subproject

2．TiepNhatSubproject

3．Quanlo・Phunghiep

Subproject、

4．OmonXanaSubproJeCt

具体的な活動は、水門の建設とリハビリ、既存の潅漑排水設備の整備、水路改修、堤防

および道路網の整備、水供給等のコンポーネントを含み、塩水遡上を食い止め、潅漑排

水状況を改善し、コメの生産性を高めること、生活水準の向上などを目指した事業であ

る。

3・6



3．6．1　概要

1990年代はコメの輸出が好調で、メコンデルタの農民も自由化政策のメリットを充

分に享受していた。しかし、1998年に市況が変化しコメ価格が下落し始めると、農民

はその影響を直接受け、所得水準も落ち込むようになった。現在、多くの農家および行

政団体がェビ養殖に大きな期待を寄せており、これまでコメの生産に焦点を絞っていた

地域の水資源開発戦略も変革を求められている。ここではSIWRPにより当初提案され

た水資源開発計画をもとに、現地での調査事項を整理し、エビ養殖の可能性も取り入れ

た時代の要請に答えうる開発戦略を提案する。

3．6．2　生産体系

農業生産体系としては、エビ養殖を取り入れたものを含め基本的に次の3つが考えら

れる。

1）水環境を雨期・乾期を通じて完全に淡水化して、雨期は稲作中心で、乾期は稲や

畑作物の潅漑による栽培を可能にする。

2）水環境を雨期・乾期を通じて一応淡水化して、雨期は稲作中心、乾期は原則とし

て潅漑なしの条件で畑作物や土地条件によっては果樹等永年作物の栽培を可能

にする。

3）雨期は淡水を維持し水稲生産し、乾期は河川・水路内を汽水環境に保ちェビの養

殖1を行う。

3．6．2　水管理システムの整備方式

この地区の土地基盤は、雨期の洪水氾濫や浸水、乾期の塩水遡上及び土壌酸性化の問

題を抱えており、農業開発上、以下の3項目が地域開発の決定的な役割を担う。

●　排水

・　淡水と塩水の制御及び

・　潅漑等水管理システムの整備

整備方式は、構造物の規模によって基本的に3つが考えられる。

10．5％以上の塩分濃度で、1周期4カ月
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A ．大規模構造物を伴 う B ．中規模構造物を伴 う C ．小規模構造物を主体

システム システム とす るシステム

防潮水 門の

カイベ川 とカイ ロン川 カイベ川 の河 口近傍並 カイベ川 とカイ ロン川

の両方の河 口近く、並び びに海及びカイ ロン川 には防潮 水門を設置 し

に海 に通ず るその他 の に通ず るその他 の小河 ない。海、カイベ川及び

設置 小河川や水路の出口に 川や水路の出口に防潮 カイロン川 に通ず る／ト

防潮水門を設置する。 水門を設置する。 河川や水路の出口に防

潮水門を設置する。

水路網の整

カイベ川 とカイ ロン川 カイベ川を経てカイ ロ カンローーフンヒエ ツプ

を経て南東 に向か う水 ン川に達する水路、及び 水路を含め地 区内水路

路、及びカンロー・フン カンローーフンヒエ ツプ 網を整備する。

ヒエ ツプ水路 （上流側は 水路 を含め地区内水路

備 世銀カンローーフンヒエ

ップSubヤr（カectで改修
中）を含め地区内水路網

を整備する。

網を整備する。

防潮堤防の タイ湾海岸防潮堤防を タイ湾海岸防潮堤防 を タイ湾海岸防潮堤防 を

設置 設置する。 設置す る。 設置す る。

3．6．3　開発戦略の検討

以上の生産体系と水管理システム方式を組み合わせることによって、いくつかの開発選

択肢が考えられる。これらの選択肢について、ベトナム政府が各Provinceの実に基づ

いて今年9月までにまとめるとしている新たなメコン・デルタ開発構想を踏まえ、技術、

経済、社会及び環境の面から総合的に検討し、地区の生産向上を図るための最適な地域

開発管理計画を樹立することが重要である。

特に、酸性土壌への対応、エビ養殖を入れた場合の塩水と淡水の入れ替え、潮汐変化

に応じた内水位調節など細心の水管理が要求されので、システムの運営管理をどのよう

な管理設備（モニタリング、情報伝達と操作）とき阻織で行うか運営管理計画の検討が重

要となる。また、運営管理を円滑に行うため、計画から実施、運営の各段階を通じて、

住民参加型方式をとり、住民の認識と協力を得ることが前提となる。

次頁に水管理システム方式の比較を示した。
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表3－2　水管理システム方式の比較

事項
A ．大規模構造物を B．中規模構造物を C．小規模構造物 を主

伴 うシステム 伴 うシステム 体 とするシステム

エコ
てヽ－煮

寛

地区全体の乾期淡水化 と潅

C ai Lon 川の線 までは完全

に淡水化できる。それ より南

側はQ u an L oL Phun g H iep

C ai B e 川河 口と C ai L on

川上流を結ぶ線までは完全

に淡水化できる。それより南

側は乾期用水供給が不完全

になる可能性が高い。

漑用水供給が可能。 水路だけに頼 るので乾期用

水供給が不完全 になる可能

性が高い。

堅ミ
増 エ ビ養殖の導入は海岸部 と

A システム と　C システムの

C ai B e 川河 口と C ai L on

川上流 を結ぶ線以南で乾期
塩水化の条件 を整 え得 る区

e
喋
牽

地区南端部まではよいが、そ 域に 「稲作＋エビ養殖」導入

れ以上にする と大構造物建 場合の中間。 が合理的。この場合、水門の

槻
剥

設投資の意義が失われる。 機能は、主として潮汐を利用

した排水 と塩水導入の調節

とする。

輝
最初に C ai B e ）Iは C aiLon

川の防潮水門の設置を要 し、

A システムと　C システムの

1 単位システムが′ト規模で
匿
富
盤

その投資効果 は地区全体の 投資額が小 さくなるので、段
完工まで完全 に発揮 されな 場合の中間。 階的開発に適 し、投資効果の

壁 い。地区全体一期の投資を要

す。

発現 と資金回収が速 くなる。

如
腰
司 敢

水管理 システムが大規模 で

関係者 の合意形成が難 しく

施設運営の技術 的難度 も高

いので、システム運営は他の
方式に比 し難 しい。

A システムと　C システムの

1 単位の水管理 システムが

小規模で関係者 の合意形成

が容易で施設運営の技術的
lト帥
K
ふ

場合の中間。 難度も低いので、システム運

営は他の方式に比 し容易で

ある。

誹
轟

C aiL on 川 とC ai B e 川の舟

運や魚遡上の阻害 （開門 ・魚
道を設 けても完全な阻害防 A システムと　C システムの A　システムの場合のよ うな

堀
髄

止は難 しい。）、水質悪化、生

態系の変化等の問題 を生 じ

るおそれがある。

場合の中間。 問題は生 じない。
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第4章　カマウ省農業水資源総合開発計画

Lモ＝L三三：ヱi崇ご■＝悪文喜と禁忠霊≡：‘た三±聖旦F≡■：笹票：≡三宇土怒：二二＝二「＝■■二＝三三≡ニ∵≡＝：＝‡こ＝てH浩三戸烹＝喜＝≒≡〒干草華華＝≡学資蔓≒〒亨芋≡手≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡芋≡肇三幸窄串≡賛÷テ〒莞き責≡宗≡≡＝三三：≡≡三≡≒千≡〒≒≒≒＝二†＿†．＿■一三

本事業の上位目標は、塩水遡上の影響を受けている事業地域の家計の所得を向上し、そ

ことによって貧困を解消し、地域の生活水準を改善することである。プロジェクト目標

は、以下の3点にまとめられる。

i）経済的に効率的で、公平でかつ環境に対しても持続的な方法によって、次第に高

まりつつあるエビ養殖のための水資源開発の需要に答える。

ii）環境的にも経済的にも堅実な総括的な地域開発計画を策定する。

iii）清潔な水へのアクセス状況を改善する。

計画では、所得増加・収入源の多様化に資する全体計画の基礎となる総括的な水資源開

発戦略（マスタープラン）をまず策定する。また優先事業のF／Sを実施する。

調査対象地域は、メコンデルタの南部に位置するカマウ半島の以下5省にまたがる

638，00011aの地域である。

キエンジャン省：318，000ha

カントー省　　　　92，000ha

カマウ省　　　　157，000ha

調査地域は、以下の水路

によって囲まれる地域で

ある。

・CaiSon水路

・職mNgm水路

・qu弧Lo－Pbung班ep水路
・QuanLo－GiaRai水路

●　CaMau－BacLieu水路

●　OngDoc川

バックリウ省　　　　66，000ha

ソックチャン省：　5，000ha
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事業のコンポーネントは以下のものを含む。

●　水路、水門等の建設および改修

●　1次、2次用排水システムの改善

●　3次水路の建設

●　生活用水供給システムの拡張および改善

●　参加型事業計画策定・実施の制度化のための支援

●　農民グループの組織強化

●　施設の0／Mのための省間調整

●　農業普及システムの水産部門との強調・強化

農業農村開発省に属する南部地域水資源開発計画研究所（SIWRP）が事業実施機関で

ある。本調査で取り扱う内容が広範であるためホーチミンにある以下の機関がSIWRP

と共に運営委員会を構成する。

南部地域農業計画研究所（Sub・NationalInstituteforAgriculturalPlanningand

Projection）

南部地域水産経済計画研究所（SubInstitul，e Of Fishery Economics and

Planning）

南部地域森林開発計画研究所（Sub・InstituteforForestryandPlanning）

SIWRPは、現在、77名の技術スタッフと23名の管理部門のスタッフからなっており、

以下の組織図に示されるように所長の下に10部門ある。

所長
l

杭 範

範
庖
恵
卑＼

寵
庵
轟
軍 境

童
覇
如
壁

範

l
小、
∴
車
閻 最 境

装 庭 さ 撃 村 嘲 軌 癌 討
聖 志 1ト

ヽ
n
≠．

毒
十
∴
L

雫 還
者

藁 僻
撃

練
雫

哀 伽
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4．4．1調査計画の目的

調査の目的は以下の通りである。

●　カイロンーカイベ地域のマスタープラン策定

本マスタープランは主に塩水遡上管理、排水管理、水供給を扱うものである。

●　上記マスタープランから選定された優先事業のフィージビリティ調査の実施
●　事業策定への住民参加を制度化するための支援
●　OJTによる技術移転

4．4．2　調査計画の内容

l）フェースⅠ調査

フェースⅠ調査では、農業開発計画および水産開発計画を策定する。これらに基づき、

土地利用計画を策定し、さらに関連する水管理計画およびこれら計画を実現するために

必要となる社会資本整備計画を策定する。水管理にかかわる農民組織を調査し、水門の

調節などにおいて重要な役割を果たす組織の強化計画を策定する。上記計画の策定に平

行して、頻繁に事業の情報開示を行い、受益者らのニーズを事業形成に反映させる。環

境初期評価は、土壌の塩類化、水理への影響、水質への影響、沼沢地への影響及び船運

への影響を検討することが必要となろう。さらにコメ市場を中心にした農産物市場およ

びェビ市場を調査し、流通経路の改善を検討する。

これら調査結果に基づき、問題解決のために構造物のみならず非構造物対策を含めて

あらゆる可能なオプションを検討し、マスタープランを策定する。さらに関連機関、住

民の意向を確認しつつ優先事業の選定を行う。

イ）社会分析およびステークホルダーとの会議

ロ）農業開発計画および水産開発計画

ハ）土地利用計画

ニ）水管理計画

ホ）社会資本計画

へ）農業普及システム強化計画および農民組織強化計画

ト）市場分析（水稲、畑作およびエビ）

チ）事業評価

り）環境影響評価

2）フェースII調査

フェースⅠ調査に基づき、優先事業の実施可能性を検討する。
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4．4．3　調査スケジュール

調査期間は、20ヶ月と見積もられており、マスタープランの策定は、地域の実情を考

え雨期と乾期の2期に分けて行う。必要となる専門家の構成は以下の通りである。

イ）団長／地域開発

ロ）水文・水理専門家

ハ）農村社会専門家

ニ）農業経済専門家

ホ）農学専門家

へ）水産学専門家

ト）農業土木専門家

チ）環境専門家

現 地 調 査 Ⅰ（乾 期 ）

現 地 調 査 11 （雨 期 ）

公 聴 会 な どの 実 施

現 地 調 査 m （F ／S ）

公 聴 会 な どの 実 施

フェー ス マス ター プ ラン策 定 フェー ス ⅠⅠフィー ジ ビ リティ眼 査

乾 期 雨 期

1　　 2　　 3　　 4 5 6　　 7　　 8　　 9 10　 11　 1 2 13　 14　 1 5　 川　 1 7　 18　 19　 20

⊂：：：：：：：＝：：コ　　】 ■■

■■ ■
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第5章　事業の持続的可能性に対する課題

プロジェクトの実施により、次のような社会環境の変化が想定される。

①　農　業

本プロジェクトの実施は、洪水から財産や農作物の被害を守り、地域の安定化に大きく

寄与する。これまで洪水によって大きな被害があった夏秋作の栽培を安定化し、また新

たな潅漑用水の確保により1．Oton瓜a程度の収量の加が期待される。また、洪水の回避

及び用水確保に伴い作物の多様化が促進され、収益の高い作物の導入が図られる。

農業生産の向上が達成されることに伴い、農民に対しては農業収入の向上という直接的

利益をもたらすと同時に、生産量の増大により脱穀、精米、流通等の新たなサービスの

発展、それに伴う雇用の増大が見込まれる。

②　漁　業

地区内の漁業は、汽水・塩水域で生産されるタイガーエビ養殖が主流となっている。今

後、塩水遡上を防止する水門や堤防の建設に伴い、真水域及び汽水・塩水域に地区内は

2分される。これまでは、塩水遡上によりタイガーエビは広い地域で生産されてt・、たも

のの、水門や堤防の建設後は汽水・塩水域の面積が大きく減少することが予想され、タ

イガーエビの生産は一時的に減少することが想定される。しかしながら、その後汽水・

塩水域の生産性の低い農地から養殖池利用への転用が進み、結果として汽水・塩水域で

水産養殖の生産量の増大が見込まれる。また、真水を確保することに伴い、養殖池の生

育上の適正塩分量を維持することが可能になり、より高い技術の養殖が普及し生産の向

上に寄与する。

同時に、新たな用水の確保により、真水域の水田において、手長エビ、テラピア等の水

産養殖が行われ、土地利用の高度化が生まれる。

地区内の捕獲漁業は、収奪的漁業と生息地の悪化により、漁獲高も減る傾向にある。捕

獲漁業者は、今後養殖漁業に推移していくことが予想される。

③　交　通

台風、高潮に伴う浸水・洪水被害を回避することにより、新規道路の建設が促進される。

また、堰の建設により自由な船舶航行に制限が加わることから、船舶による交通手段か

ら、道路輸送に置き換わっていくことが予想される。
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④　公共サービス

プロジェクトの実施に伴う総合的な経済の発展及び浸水・洪水被害の軽減に伴う公共投

資の拡大により、電気、水道、公衆衛生等の公共サービスは促進され、地域住民は、よ

りよい公共サービスの提供を受けられるようになる。また、洪水時の教育サービスの中

断は、プロジェクトの実施により大きく減少することが見込まれる。

5．2．1プロジェクトのもたらす影響

プロジェクトの実施に伴により、社会環境、自然環境への影響は次の事項が想定される。

事業の持続性を確保するために、負の影響をもたらす項目については、適切な対策を講

じる必要がある。

①　社会環境

本プロジェクトの実施は、住民が期待する地域社会の安定に大きく寄与し、物質的利益

と経済的利益を確保する。農業、漁業の収入の向上、雇用の拡大が期待されると同時に、

公共サービスが発展し、総合的な経済の発展に寄与する。社会環境への影響は、全般的

に見るならば地域社会へ多大な好ましい効果をもたらすものと思われる。

しかしながら、いくつかの工事においては、住居の移動が伴うなど、少なからず負の影

響も生じる。本プロジェクトの住居移動は、新たな居住区を設け住民移転を実施する等

の大規模なものでないものの、合意形成のプロセスを経て工事を実施することが重要で

ある。

②　自然環境

調査対象地域内あるいはその周辺に、沼沢生態系である以下4つの自然保護区が分布し

ている。いずれもラムサールリストには含まれていないが、貴重な生物種も確認されて

おり事業実施の負の影響は極力避けられなければならない。
省 名称 緯度 経度

キエンシ～ヤン省 U M h h T h u on g 自然保護 区 9 03 1●－9 040●N 10 500 3▼－10 5 008－E
カマ ウ省 Ⅵ）D oi 自然保護 区 9 012－－9 014－N 10 405 5－・10 5¢0 0●E
カマ ウ省 C h a L a 鳥類保護 区 8 058■N 10 500 6－E
カマ ウ省 D am D oi 鳥類保護 区 8 056－N 10 5013－E

しかしながら、それ以外の地域においては、長年の人間生活の営みから自然環境は大き

く変化しており、現状において生物の多様性は極低く、希少種の存在は認められていな

い。

自然環境の中で最も留意しなければならない事項は、水質の変化であると考えられる。
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最も好ましい水質の改善は塩水浸入の防止であるが、農業の生産の向上に伴う農薬や肥

料の使用量の増大、養殖の生産向上に伴う餌や廃棄物から発生する有機物の増大により

水質汚染が懸念される。雨期において、ゲートの操作により地区内に大量の水を流入さ

せ汚濁物をフラッシュさせ、水質改善のための水運用も計画されている。

生産性の向上や経済の発展に付随して発生するものが、総じて水質の対する負の影響の

発生源となる。現段階では、水質の変化については不確定な要素が多く、汚染の進行は

不明である。今後、水質についての影響評価を進める必要があると同時に、運用段階に

おいては継続的なモニタリングを実施し、必要に応じ適切な対策を講じる必要があると

考える。

5．2．2　緩和対策

事業の持続性を確保するために、想定される緩和対策は以下のとおりである。

ー　水門建設工事期間中、地区内の水路の水質は局所的に著しく悪化することが予

想される。このため、影響を受ける家庭に対する代替給水を実施することが望

まれる。

・捕獲漁業は、洪水が防止されることに伴い農地の利用が促進され、地域内の農業

に転換される。したがって、捕獲漁業者に対して、新たな収入を農業あるいは水

産養殖から得られるよう適切な政策が実施される必要がある。地域が洪水から保

護され農業の安定が図られることが重要であり、それに伴う地域の損失はさほど

重大であると考えられていないものの、適切な政策の実施が必要である。

－　塩水の浸入を防御するためのシステムの構築は、土壌肥沃度や農業潜在可能性に

大きな影響を与えると見込まれていない。しかしながら、農作物や土壌肥沃度の

詳細なモニタリングの実施は必須である。長期にわたり洪水が防御され肥沃な土

の供給が絶たれることにより生産性が下がると指摘されているからである。モニ

タリングの実施により、これまで洪水がもたらした正負の影響を評価し、適切な

対策の実行が求められる。

ベトナム政府は、プロジェクトの実施に伴う環境への影響に対し、関係機関と調整し、

特別緩和政策を実施するなど、環境に対する管理責任を遂行する。結果として生じる影響、

およびその影響が容認できるか、またはより一層の緩和政策が必要かどうかをモニタリン

グで確認する。また、SIWRP（Sub－institutionforWaterResourcesPlanning）において

は、環境的側面に配慮した中での水管理を行うべく技術に関する能力開発を行うことが求

められている。
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第6章　総合所見

6．1．　総合所見

6．1．1　概要

本事業の総合所見として、ここでは、事業の持続性の確保、女性の役割、本事業の貧

困解消への貢献、弱者への影響および本事業への日本国が介入する根拠の5つの観点か

ら述べる。

6．1．2　事業の持続性の確保

調査対象地域内あるいはその周辺に、沼沢生態系である以下4つの自然保護区が分布

している。いずれもラムサールリストには含まれていないが、貴重な生物種も確認され

ており事業実施の負の影響は極力避けられなければならない。
省 名称 緯度 経度

キエンシナヤン省 U M in h T h u on g 自然保護 区 9 03 1－－904 0－N 10 500 3●・10 5 008－E
カマ ウ省 V b D oi 自然保護 区 9012－－9014－N 10 405 5，－10 5 000－E
カマ ウ省 C h a L a 鳥類保護 区 805 8－N 10 5 00 6－E
カマ ウ省 D am D oi 鳥類保護 区 805 6－N 10 5 013，E

同時に、第5草に述べたとおり、本プロジェクトの実施により社会環境が大きく変化

することが予想され、社会環境の変化を正しく評価すること、また事業の持続性を確保

するための課題をさらに精査し、持続性を確保するための取組みが必要である。

6．1．3　本案件における女性の役割

水供給のコンポーネントに関しては、特に女性の積極的な参加が必要であり、受益者

として明確に女性をターゲットにすることが必要であろう。事業評価においては、事業

実施に伴う女性の家事などに振り向けられる時間の変化等を明らかにすることが必要

となろう。またプロジェクトデザインへの女性の参加を促すために、新しい技術の導入

に伴い家庭内で意思決定が女性、男性と共にあるいは男性のみによって行われるのか明

らかにすることが重要である。さらに事業にかかわる情報伝達が如何にして行われるか

明らかにすることによって事業効率性の改善が着たいされる。
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6．1．4　貧困解消への貢献

調査地域は、塩水遡上、乾季の水不足、雨季の湛水および酸性硫酸塩土壌の存在など、

厳しい自然環境にある。そのため農業生産は、依然として低く、農家所得は低位に留ま

っている。本計画は、収入の機会を多様化し、所得の向上を図るものであり、地域の貧

困低減に果たす役割は大きい。

6．1．5　事業実施に伴う弱者への影響

現在のところ事業実施に伴う弱者への負の影響は特定されていない。しかし調査地域

内には、極めて小規模ながらクメール族の集落があり、多数派のキン族および中華系と

の間で便益が平等に分配されるよう配慮することが重要である。

6．1．6　本事業に日本国が協力する根拠

水体制や酸性硫酸塩土壌など様々な自然環境上の制約を受ける中で農業開発および

水産開発を行う際に発生する技術的問題は包括的なアプローチが必要となる。この点で

は、国際農林水産業研究センターがメコンデルタのカント一大学と協同で実施していた

調査研究の結果を大いに役立てることができる。本調査で見出された有用な技術・経験

を本地域開発計画の中で有効に実用化することができる。またヴィェトナム国は複数の

省が関連し種々の利害関係が係る複雑な社会環境において住民参加を通して、水資源開

発に係る様々な問題を解決する枠組みを有していない。また住民参加型の事業形成、と

りわけ地方政府レベルでのそのようなアプローチはまだ馴染みがなく、OJTによる訓

練が必要である。
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面会者リスト

Le Van Ming Director General, International Co-operation General

Ministry of Agriculture and Rural Development (MARD)

To Van Truong Director, Sub-Institute for Water Resources Planning (SIWRP)

SIWRPにおける会議出席者【2月12日】

Hoang Tho Dien

Tran Hoang

Dao Van Kien

Nguyen Tat Dat

Ng Chi Cuong

Nguyen Xuan Hien

Nguyen Dinh Tiem

Pham Gia Hien

Tran Minh Khoi

Deputy Director
Chief of Mekong Delta Division

Staff of Mekong Delta Division,

Staff of Mekong Delta Division

Deputy of Technical Division

Deputy of Technical Division

Deputy of Hydrology Division

Vice director of Water Quality and Environment
Staff of Water Quality and Environment

MDにおける会議出席者【2月11日】
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調査日程及び調査員の経歴

日　　 程　　 表 調 査　 団　 員

日数 年　 月　 日 出発地 到着地 宿泊地 備　 考 調査団員名 経　　 歴

1 H 16　2．10 （火） 東京 ハノイ ハノイ 移動 西　 元孝 （にし もとたか）

昭和37年6月6日生 41歳
昭和62年3月東京農工大学大学院
農学研究課修了

昭和60年3月茨城大学農学部農業工学課卒業
平成16年年1月一現在 太陽コンサルタンツ（株）
海外事業本部 技術部長

2 2．11 （水） ハノイ M A RDからの聞取り

3 2．12 （木） ハノイ ホーチミン ホーチミン SIW RP打合せ

4 2．13 （金） ホーチミン
カマワ省
ホーチミン ホーチミン 現地踏査

5 2．14 （土） ホーチミン 東京
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